
令和6年1月24日
ＪＡ全農兵庫 営農企画部営農振興課

ＪＡグループ兵庫「みどりの食料システム戦略」
に基づく肥料低減に向けた取組み



【本日の内容】

１．取組経過・内容
２．4年度分析結果のフィードバックについて
３．組合員へのフィードバックについて
４．県本部分析室の設立について
５．今後に向けて



１.取組経過
日時 内容

R4.
5月

県下JA会議にて肥料価格高騰に伴う「施肥技術」対策について説明。
「土壌診断」基づく施肥基準・栽培暦の見直しの検討を提案。

R4.
5~6月

県下１４ＪＡを巡回、各JAの土壌分析の実態調査を行った。
（次スライドの通り）

R4.
7月

全農兵庫県本部 運営委員会にて以下の通り提案

「ＪＡグループ兵庫で県下の土壌分析を実施し、兵庫県の土壌分析
マップ（Z-GIS）の作成を計画。
またＪＡからリクエストが多い処方箋についても対応し、組合員に

対し適正施肥を推進する。２０３０年までに化学肥料２割減を達成す
るために施肥設計の見直し、暦の見直しに取り組む。」
大切な事は、コスト削減と収量維持を両立させながら施肥の適正化を
進める。
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（参考）県下JAにおける土壌分析実態調査（R4.6月）
＜JAが抱える課題＞
①自ら分析するJA
・経費、人材面から存続が危うい。
・「土壌分析」のJAメリット（利益）が目に見えない。

②外注するJA
・機械は所有するものの、扱える人材が異動に・・・
・外注先からの結果報告が遅い（特に繁忙期の秋冬）
・分析データからの処方箋の書き方がわからない

③全農への要望
・県独自の分析機関の設置
・処方箋の対応、専門人材の育成

4



＜取組内容＞

県下800ヶ所の土壌分析を全農（広域分析C）
で実施し、兵庫県の土壌分析マップを作成。
それを基に栽培暦の施肥設計の見直しを図り、

組合員に対して適正施肥を推進する。
毎年定点を変え、3か年計2,400点のデータを

蓄積する。（地力窒素含む12項目）

分析費用については初年度は国の「肥料コス
ト低減体系緊急転換事業」（4次公募）を活用、
2年目3年目は県本部の負担とした。

右は市町村ごとの定点設置計画。
JA毎に各普及ｾﾝﾀｰと相談の上、「e-土壌図」

を参考に偏りがないよう設定した。
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＜初年度スケジュール＞

R4
9月 JA担当者向け説明会の実施

JAにて採取定点の決定

10月～ 水稲刈取り後の土壌採取
⇒分析C送付

R5
3月末 全分析終了

4月～ 全農からJA、JAから組合員へ
分析結果のフィードバック。
土壌分析研修会の実施

（土壌分析担当者向け説明会資料（抜粋））
土壌採取の方法等について県と相談し、マニュ
アルを作成。
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・今回のJAグループ兵庫の取組により、

（土壌採取対象者以外も含む）全ての組
合員が肥料高騰対策事業（7割補填）の
申請書チェックリスト項目「土壌診断に
よる施肥設計」に「○」を入れることが
可能となった。
＜肥料価格高騰対策チェックリスト（抜粋）＞
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２．4年度分析結果について（R5.5月組合⾧会報告）
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R5.5月組合⾧会報告

コウノトリ米

山田錦特A地区
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＜4年度分析結果（各JA毎のフィードバック例）＞
各JA担当者で、土壌採取圃場を「Z-GIS」に位置登録し、県本部へ報告。
分析終了後、県本部で項目ごとに色分けして下記のように、
地図に落としこみ。
また、生産者アンケートも実施し生産者毎の分析も実施。（別途）
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３．組合員へのフィードバックについて
「全農広域土壌診断システム」で処方箋を作成し、JAより組合員にフィードバック。
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＜JA営農職員向け研修会について①＞
JAから組合員のフィードバックにあたり、元島根県職員で本会西日本営農資材事業所にも勤

められた藤本氏に依頼し、「土壌診断の活用法」や、「処方箋の組合員へのフィードバック」
をテーマに、JAごとに研修会を実施。また参加できなかった職員向けに動画配信も実施。
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＜JA営農職員向け研修会について②＞
②山形大学 藤井教授にお越し頂き「土づくり講習会」を開催。
県下のJA営農担当職員、約30名が参加。

（参加者意見）
・「土づくりの重要性」の組合員への伝え方を考える
きっかけになった。

・ケイ酸の効果について改めて学ぶことができた。
・「単収向上」と「コスト低減」の両面から説明で
分かりやすかった。
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＜組合員への周知について＞

＜（左）JA広報誌、（右）注文チラシ＞ 14



＜組合員への周知について＞

15
＜JAホームページ＞



４．県本部分析室の設置について
JAから要望のあった、スピーディな分析対応の為、

R4年11月に県本部に土壌分析室を設置し、県下の土壌分析に対応することした。

場 所:県内JAの使わなくなった作業場及び機材（ZA-Ⅱ）、備品を借用。
作業員:県本部職員1名（兼務）でJAから依頼があり次第、分析を行う。

繁忙期は課内職員が応援。
分析費:本所分析室に基づき設定。
処方箋:土壌分析システムで作成。

必要に応じ、藤本氏にコメントを頂く。
点 数:R4.11～R5.9で452点の分析を実施。

ＪＡの依頼に対し、概ね2~3週間で結果を送付。
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５．今後に向けて

（１）県下JAからの要望
①「処方箋まで含めた対応」
②「分析のスピードアップ」
③「人材育成」 などに応える為に、
少なくとも令和6年度 兵庫県の土壌マップが作成されるまでは、
本県の土壌分析室にて土壌分析並びに土壌診断を実施する。

（２）人材育成
①毎年JA営農担当職員向けの研修会を実施。
令和6年度は、水稲栽培現地研修会を計画しています。

②担い手農家へ「分析結果を資材供給」に繋げる人材の育成。
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